
［標準様式例7-2］

契 約 変 更 年 月 日 令和8年6月17日

契 約 業 者 名 株式会社建設技術研究所

契 約 業 者 の 住 所 東京都中央区日本橋浜町3-21-1

業 務 の 名 称 Ｒ７新山梨環状道路整備効果検討業務

業 務 場 所 甲府河川国道事務所管内

業 種 区 分 土木関係建設コンサルタント業務

業 務 概 要

履 行 期 間 （ 自 ） 令和7年8月20日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和8年10月30日

変 更 前 の 契 約 金 額 19,998,000円（税込み）

変 更 金 額 ＋7,249,000円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額 27,247000円（税込み）

変 更 理 由

（第１回、最終）契約変更の内容

整備効果検討　１式
事業評価に関する調査・検討　１式
有料投資限度額の算出　１式

（変更した内容について記
述する）

１．整備効果検討
住民説明会用動画作成
都市計画変更の住民説明会にて、新山梨環状道路の整備効果を説明
するため、住民説明会用動画作成を追加する。

　２．事業評価に関する調査・検討
費用対効果分析
1・2・4工区の再評価に向けた費用便益の試算および南部区間・東部区
間を含めた整備効果検討および有料投資限度額の算出に対応するた
め、交通量推計および費用便益分析の実施ケース数を追加する。

　３．有料投資限度額の算出
関係機関との協議に向けて、交通量推計結果を活用した有料投資限度
の算出を追加する。

４．工期
上記工種の追加にともない、工期を延伸し令和8年10月30日までとす
る。


